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はじめに   

 

道有林野（以下「道有林」という。）は、北海道が所有する約 61万 haの森林で、本

道の森林面積の約 11%を占め、明治39年(1906 年)に国から譲与を受けた約 19万 haの

「模範林」と、同 44 年(1911 年)から大正 11 年(1922 年)までに譲与を受けた約 45 万

ha の「公有林」が基礎となっています。模範林の設定当初の目的は、模範的な林業経

営を通じて、民有林の振興を図るほか、道財政に寄与することであり、当時は、木炭の

生産販売の指導、市町村の森林計画の指導監督、荒廃地造林の助成、苗畑の運営と苗木

の無償交付等を担っていました。また、公有林の設定当初の目的は、道内市町村の教

育・産業などの振興であり、交付金により市町村に対して財政支援を行ってきました。 

道有林は、戦後の復興や経済の高度成長期の旺盛な木材需要に対応するとともに、人

工林の造成を積極的に行い、森林資源を育成してきました。しかしながら、プラザ合意

後の円高の進行による輸入材の増加に伴い、道産材の需要が停滞し、道有林の伐採量

は減少傾向となりました。一方で、社会経済の成熟に伴い、道民の森林に対する要請は

多様化・高度化し、国土の保全や水源の涵
かん

養、森林レクリエーションの場の提供、希少

動植物の保護など公益的機能の高度発揮が求められるようになりました。 

このように、道有林の 110 年を超える歴史の中で、社会の要請に応じた森林づくり

を進めており、これからも社会から求められる役割を果たしていく必要があります。 

このため、本計画では、森林・林業・木材産業が直面する課題、道有林が果たすべき

役割、これから進むべき方向について、明らかにすることとします。 

高度経済成長期に造成した人工林資源については、近年、本格的な利用期を迎えてお

り、道産木材の需要は増加傾向にあります。一方で、今後、人工林の高齢化への対応を

進めなければ、これまで主に利用してきた比較的若齢の資源の安定的な供給や森林吸

収量の確保が難しくなります。 

令和２年（2020 年）以降の温室効果ガス排出削減等のための国際的枠組みである「パ

リ協定」が平成28年（2016 年）に発効し、令和32年（2050 年）までに温室効果ガス

の排出を実質ゼロとする「2050 年カーボンニュートラル」を国が表明しています。こ

うした動きに先駆けて、道では、「ゼロカーボン北海道」を宣言し、その実現に向け令

和４年（2022 年）３月に北海道地球温暖化対策推進計画を改定したところです。また、

少子高齢化や人口減少が進行する山村では、今後益々、林業労働力の確保が困難とな

ることが懸念されています。 

北海道森林づくり基本計画では、ゼロカーボン北海道の実現に向けた活力ある森林

づくり、スマート林業による効率的な施業の推進、HOKKAIDO WOOD ブランドの浸透など

による道産木材の需要拡大などについて重点的に取り組むこととしており、道自ら所

有し管理運営する道有林においては、資源や技術力を最大限活用し、多様で健全な森
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林づくりを先導的に実践することにより、水源涵
かん

養や国土の保全などの森林の公益的

機能の高度発揮や森林吸収源対策の推進、先進的な林業技術の実践、地域の林業事業

体の育成、地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給、胆振東部地震被災地の森林・林

業再生への貢献、木育の場の提供などの役割を果たしていくこととします。 

また、人工林においては、これまで伐採の主体となってきた 30 年から 60 年生の資

源の減少が見込まれることから、積極的な主伐・再造林に加え、林内に侵入した広葉樹

の育成による針広混交林化を、天然林においては、伐採の減少などにより 20年ほど前

から、資源が回復しつつあることから、下層木の育成を目的とした抜き伐りによる活

力ある森林への誘導などを進め、将来にわたる公益的機能の高度発揮や地域の木材需

要を踏まえた原木の安定供給に向けて、北海道らしい森林づくりに取り組んでいきま

す。 

最後に、現在、道有林の整備・管理を担う職員の約４割が10代、20代であり、組織

の若返りが進む中、技術の継承が喫緊の課題となっています。このため、道有林で培っ

てきた、森林を見る確かな目、自然の力を引き出す技術、先導的な森林づくりを行うた

めの創意工夫の精神など森林の機能を高度に発揮させていくための知見や技術の継承

に努めるとともに、ＩＣＴなどの最新技術を取り入れて、現場の技術力を磨き上げる

ことにより、計画の目標達成に向けて、職員一丸となって、取り組むこととします。 
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第１ 計画策定の考え方                              

１ 計画策定の趣旨 

道有林基本計画（以下「計画」という。）は、「北海道有林野の整備及び管理に関する

規程」（平成14年４月１日訓令第17号）の第５条に基づき、森林の計画的な整備と適

正な管理を行うために策定するものです。 

本計画は、森林の整備・管理に関する基本方針や基本的事項を明らかにするものであ

り、各総合振興局長又は振興局長が道有林の管理区ごとに策定する整備管理計画の基

準となるものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、北海道森林づくり条例（以下「条例」という。）に基づき策定する北海道

森林づくり基本計画の施策別計画として位置づけられています。 

 

３ 計画の期間 

本計画は、令和４年度（2022 年度）から令和13年度（2031 年度）までの10年間を

計画期間とし、伐採や造林等の森林整備に関する計画量を前期５年、後期５年に分け

て定めます。 

なお、北海道森林づくり基本計画の見直しや森林資源の状況、道有林を取り巻く社

会・経済情勢に適切に対応していくため、必要に応じて本計画を見直すこととします。 
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第２ 道有林の整備・管理に関する基本的な方針                         

１ 前基本計画の取組の評価 

前計画においては、森林の多面的機能を持続的に発揮すること、地域と一体となった

森林づくりを進めることを基本的な方針として、期待される機能に応じた森林の整備

や森林の保全の推進、地域の森林づくりの促進、道有林材の戦略的な供給、森林の多様

な利用の推進を行うこととしていました。これらの主な施策の進捗状況等の評価は次

のとおりです。 

（１）前基本計画の施策の評価 

ア 期待される機能に応じた森林の整備の推進 

道有林全域を、公益的機能を重視する森林に位置づけるとともに、森林経営計画を

策定し、適切な整備・管理を計画的に進めました。 

事業の進捗率については、伐採材積と路網整備は順調に進捗しましたが、間伐や造

林は、台風被害の復旧を優先させた結果、やや遅れています。担い手の不足に対応す

るため、伐採・造林作業の低コスト化や省力化が課題となっています。 

 

表１ 森林整備の実績（治山事業を含む） 

 

 

 

 

※１ 平成 29年度（2017 年度）から令和３年度（2021 年度）の前期計画量 

※２ 令和３年度（2021 年度）は実績見込み 

 

イ 森林の保全の推進 

希少な野生動植物の生息・生育地となっている森林の 18箇所と保護林など貴重な

森林の 15箇所を、「生物多様性保全の森林」に設定し、希少な野生動植物の個体数に

ついて、定期的にモニタリングを実施しました。引き続き、貴重な生態系を有する森

林を保全することが必要です。 

 

ウ 地域の森林づくりの促進 

高性能林業機械による間伐を推進するため、間伐対象の人工林の約７割を列状で

実施したほか、地拵えについては対象の約４割を大型の機械を活用して実施し、コン

テナ苗による植林を進めるなど、低コスト施業に率先して取り組みました。今後は、

機械化の一層の推進による森林施業のコストの低減などが課題となっています。 

 計画量※１ 実績見込み※２ 進捗率 

伐採材積(千㎥) 2,649 2,657 100% 

間伐面積(百 ha) 238 192 81% 

造林面積(百 ha) 73 61 84% 

路網開設延長(km) 78 100 128% 
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エ 道有林材の戦略的な供給 

素材生産を担う林業事業体が、長期間、事業を実施することが可能な仕組みを導入

したほか、素材生産事業者や木材加工業者等と締結した協定に基づき、原木を前計画

の実績の約２倍となる440千㎥供給するなど、地域の木材需要に応じて、安定的に原

木を供給しました。今後、供給量の増加が見込まれるトドマツ大径材の高付加価値化

や、需要が高まっている広葉樹材の供給体制の整備などが課題となっています。 

 

オ 森林の多様な利用の推進 

道有林で実施された木育活動の参加人数は 6,211 人であったほか、森林吸収量の

認証を受けたオフセット・クレジットの販売量が、累計で 1,201t-CO₂となるなど、

森林づくりに対する道民の理解と参加を促進しました。今後、ゼロカーボン北海道の

実現に貢献するためには、企業等と連携した森林づくりの推進などが課題となって

います。 

 

（２）前基本計画の目標の進捗状況 

森林の有する多面的機能を高度に発揮させるためには、様々な樹種・林齢の人工林

や天然林がバランス良く配置される必要があることから、「道有林における育成複層

林など多様な森林に誘導する人工林の面積」を目標の指標として設定しました。 

前計画の策定後、自然条件、社会条件に優れた人工林では、積極的に主伐・再造林

を進め、公益的機能の発揮が期待される森林では、複層林施業を実施し、人工林を主

体として適切な森林づくりを進めたことにより、目標に対する実績は順調に推移し

ています。 

 

表２ 指標「道有林における育成複層林など多様な森林に誘導する人工林の面積」の

進捗状況 

平成 27年度 

実績 

令和元年度 

実績 

令和元年度 

目標 

令和８年度 

目標 

37 千 ha 42 千 ha 42 千 ha 51 千 ha 

 

２ 道有林を取り巻く主な動向 

（１）森林・林業政策の動き 

令和32年度（2050 年）までに温室効果ガスの排出を実質ゼロとする「2050 年カー

ボンニュートラル」を国が表明し、新たな「地球温暖化対策計画」（令和３年10月閣

議決定）において、森林吸収量の目標を現行計画の 2,780 万 t-CO₂から 3,800 万 t-

CO₂に引き上げました。また、道では、国に先駆けて 2050 年「ゼロカーボン北海道」
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を宣言し、その実現に向け、全国一豊かな森林に恵まれた本道の優位性を活かし、森

林吸収量の維持、増加に向け、森林の整備や木材利用などの森林吸収源対策にこれま

で以上に積極的に取り組むことが必要となっています。 

一方、平成27年（2015 年）には、国連において採択された「持続可能な開発のた

めの2030 アジェンダ」に「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）が掲げられました。Ｓ

ＤＧｓは、17の目標から構成され、森林については、目標15の「持続可能な森林の

経営」、木材利用については、目標 12 の「持続可能な生産消費形態の確保」など、

様々な目標に関連しています。 

さらに、平成22年（2010 年）に愛知県名古屋市で開催された「生物多様性条約第

10回締約国会議（ＣＯＰ10）」において、条約に基づく取組を着実に実施するための

「愛知目標」が定められ、その達成に向けて平成24年(2012 年)には、生物多様性国

家戦略が閣議決定されています。 

また、道では、こうした情勢の変化を踏まえ、北海道森林づくり基本計画を令和４

年３月に改定し、ゼロカーボン北海道の実現に向けた活力ある森林づくり、広葉樹資

源の育成・有効活用、道産トドマツ建築材の安定供給体制の強化、森林づくりを担う

「人材」の確保、スマート林業による効率的な施業の推進、HOKKAIDO WOOD ブランド

の浸透などによる道産木材の需要拡大、木育マイスターや企業などによる木育活動

の推進などを施策展開の重点的な柱に位置づけています。 

 

（２）人工林資源の現況と木材需要の高まり 

道有林では、水を貯え・浄化する機能、

土砂流出や山崩れを防止する機能などの公

益的機能の発揮を図るため、カラマツやト

ドマツなどの人工林を対象として主伐・再

造林や間伐などを計画的に進めてきまし

た。人工林の約６割は利用期を迎えており、

主伐の対象となる高齢林が増加し、間伐の

対象となる成長が旺盛な若齢林の減少が見

込まれます。 

こうした中、地域の木材需要に対応する

ため、道有林からの人工林材の供給量は増

加しており、主伐量や造林面積も増加傾向

にあります。また、伐採量の大部分を占め

る間伐については、今後、対象面積が減少

し、伐採量も減少が見込まれます。 0

20

40

60

H14 H17 H20 H23 H26 H29 R2

主伐 間伐

図２ 道有林の人工林からの木材供給量 
(万㎥) 
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図１ 道有林の人工林の齢級別面積の推移(千 ha) 

主伐対象 間伐対象 
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（３）林業労働を取り巻く状況 

植栽や下草刈りなどの保育作業は、人力での

作業が主体となっていることから、省力化が課

題となっています。また、植栽や下草刈りに携わ

るいわゆる造林を担う従事者は減少傾向にあ

り、植栽面積の増加などに対応するためには担

い手の確保が課題となっています。 

 

３ 道有林の果たすべき役割と課題 

（１）道有林の果たすべき役割 

北海道の林業・木材産業は、ゼロカーボン北海道の実現に向けた活力ある森林づく

り、広葉樹資源の育成・有効活用、道産トドマツ建築材の安定供給体制の強化、森林

づくりを担う「人材」の確保、スマート林業による効率的な施業の推進、HOKKAIDO WOOD

ブランドの浸透などによる道産木材の需要拡大、木育マイスターや企業などによる

木育活動の推進など、様々な課題に直面しています。 

条例では、道有林について、道が公益的機能の維持増進を図るため、計画的かつ適

切な管理運営を行うことが規定されており、条例の基本理念である「地域の特性に応

じた森林づくり」、「林業及び木材産業等の健全な発展」、「道民との協働による森林づ

くり」の実現に向けて、北海道森林づくり基本計画で示す施策を道自ら所有する道有

林の強みを活かして先導的に実施する必要があります。 

このため、道内の様々な地域の特性に応じて、公益的機能の発揮に配慮して木材生

産を進めてきた道有林の取組を活かし、多様な森林づくりを実践し普及します。 

また、森林資源や木材需要の長期的な推移を予測し、公益的機能の一層の発揮や、

地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給に向けて、北海道らしい森林づくりを実

践することとします。 

 

（２）直面する課題への対応 

北海道森林づくり基本計画では、森林・林業・木材産業が直面する課題の解決に向

けて、重点的に取り組む施策が示されており、その各施策を推進するため、道有林の

資源や技術力を活用して多様で先導的な森林づくりを実践します。具体的な内容に

ついては、別表に示すとおりです。 

 

 

（３）長期的な課題への対応 

かつて本道には、針葉樹と広葉樹が混交した天然林が広がり、針葉樹、広葉樹の大
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図３ 北海道の林業従事者数（造林） (人) 
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径木が賦存するとともに、多様な樹種が生育し、木材等生産機能のみならず、生物多

様性の保全をはじめ公益的機能の発揮も図られていました。 

こうした北海道らしい森林に誘導するため、道有林では、公益的機能の高度発揮を

基本として、地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給に向け、植栽木に加え、天然

木の育成や有効活用を進め、森林資源の保続が図られるよう先導的に森林づくりを

実践していく必要があります。このため、 

① ＩＣＴを活用して、植栽木に加え天然木の資源量を把握する新たな手法の確立 

②積極的な主伐・再造林、人工林の針広混交林化、活力ある天然林の育成を行う北

海道らしい森林づくりの確立 

③植栽木に加え天然木を有効に活用した原木の安定供給 

といった取組を推進します。 

 

４ 基本方針と重点取組事項 

道有林の果たすべき役割と課題を踏まえ、「多様で先導的な森林づくり」と「資源や

技術力を活かした地域への貢献」を計画の基本方針とし、基本方針毎に重点的に取り

組む事項を示します。 

（１）多様で先導的な森林づくり 

道民の財産である道有林の多面的機能の持続的な発揮を図るため、積極的な主伐・

再造林、人工林の針広混交林化、活力ある天然林の育成といった多様な森林づくりを

先導的に進めます。そのためには、植栽木や天然木の樹種や蓄積などの森林資源の現

況を把握する必要があり、ＩＣＴを活用し、これまで人力で行ってきた調査の省力化

を図ります。 

また、自然条件、社会的条件を踏まえた積極的な伐採と再造林、森林施業の低コス

ト化・省力化の推進、大径木の高付加価値化など、トドマツ人工林施業の確立に向け

て取り組みます。 

ア ＩＣＴを活用した森林資源の把握 

〈重点取組事項〉 

・自然条件や社会的条件を踏まえて、施業実施箇所を適切に選定し、計画的に事業を

実施するため、航空レーザ計測などのＩＣＴを活用して森林資源を効率的に把握

します。 

 

イ 積極的な伐採・再造林 

〈重点取組事項〉 

・自然条件や社会的条件が良い人工林について、生物多様性の保全などの公益的機能

の発揮に配慮しつつ、計画的な伐採と着実な再造林を積極的に進めます。 
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ウ 天然力を活用した森林づくり  

〈重点取組事項〉 

・広葉樹と混交している人工林においては針広混交林化、大径木が賦存し多様な種類

や高さの樹木が生育する天然林においては、活力ある天然林の育成を行い北海道

らしい多様で健全な森林づくりを推進します。 

 

（２）資源や技術力を活用した地域貢献 

地域の林業・木材産業の成長産業化に貢献するためには、限られた労働力で森林整

備や木材利用が進むよう、ＩＣＴ等の先進技術を活用したスマート林業の定着を図

る必要があります。 

このため、道有林では、全道に拡がる資源や技術力を活用して、地域の特性に応じ

たスマート林業を実践することとし、森林の管理、伐採、木材の利用など様々な分野

でＩＣＴなどの新たな技術を幅広く活用することにより、森林施業の低コスト化や

省力化を進め、地域の木材需要に応じて原木の安定供給を図るとともに、新たな施業

にも対応できる林業事業体や人材の育成に取り組みます。 

また、環境保全に関心のある企業等の森林づくりに対する関心が高まっているこ

とから、ゼロカーボン北海道の実現に向け、カーボン・オフセットを活用した企業等

と連携した森林づくりを進めます。 

さらに、平成 30 年(2018 年)９月に発生した胆振東部地震の道有林の被害面積は

1,882ha となっており、胆振東部地震被災森林復旧指針に基づき、自然条件や社会的

条件などに応じて植栽や自然回復などの復旧手法を適切に組み合わせて、効率的・効

果的な森林復旧を進め、その成果を一般民有林に普及を図ることにより、地域の森

林・林業の再生に貢献します。 

ア 森林施業の低コスト化・省力化の推進 

〈重点取組事項〉 

・植栽や下草刈り等の労働環境を改善するため、植栽本数の低減や造林作業の機械化

など低コスト化・省力化につながる施業方法の実証・普及等に取り組みます。 

・植栽時期の拡大が期待されるコンテナ苗の活用により、限られた労働力で、効率的

に植栽を実施するとともに、下草刈りを必要とする期間を短縮するため、成長が早

いクリーンラーチや、グイマツ雑種Ｆ１などのカラマツ類の植栽を推進します。 

・主伐や列状の間伐など木材生産の効率化を図るため、ＩＣＴハーベスタなど高性能

林業機械の導入を促進します。 

 

イ 道有林の森林づくりを担う林業事業体の育成 

〈重点取組事項〉 
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・地域の林業事業体を育成するため、事業量の安定的な確保と、計画的な事業の発注

に努めます。 

・林業事業体による計画的な雇用の確保や設備投資を促進するため、林業事業体と長

期の協定を締結し、連携して森林整備に取り組みます。 

 

ウ 地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給 

〈重点取組事項〉 

・計画的な原木供給に努めるとともに、素材生産事業者や木材加工工場等と協定を締

結し、トドマツ大径木、林地未利用材、森林認証材、広葉樹材などの原木を供給し

ます。 

 

エ 企業等と連携した森林づくりによるゼロカーボン北海道への貢献 

〈重点取組事項〉 

・環境保全に関心のある企業等と連携した森林づくりを進めるため、オフセット・ク

レジットを共同で販売している市町と連携してクレジットの販売に取り組みます。 

 

オ 胆振東部地震被災地の復旧 

〈重点取組事項〉 

・植栽などの実証試験を実施するほか、率先して被災地の復旧を進め、地域の森林所

有者等に復旧方法を普及します。 

 

カ 道有林の森林づくりを担う人材の育成 

〈重点取組事項〉 

・天然力を活用した森林づくりを推進するため、天然林の資源内容の把握、適切な施

業の導入などの技術の継承に努めるとともに、ＩＣＴなどの最新技術を取り入れ、

技術力の向上を図ります。 

 

５ 計画の長期的目標 

森林づくりには、長い期間を要することから、基本方針である「多様で先導的な森林

づくり」と「資源や技術力を活用した地域貢献」のそれぞれについて、目指す姿を示す

とともに、今後10年間を見通した数値目標を設定します。 

（１）多様で先導的な森林づくり 

（目指す姿） 

森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるためには、原生的な森林

や里山等の二次林、渓流沿いにある森林、様々な樹種・林齢の人工林などがバランス
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良く配置されている森林を育成することが重要です。 

このような多様な森林の育成は、自然災害や病虫獣害に対する抵抗力や回復力を

高めるとともに、生物多様性を確保するほか、水資源や生活環境の保全、さらには

様々な樹種や径級の木材の供給など、地域の多様なニーズに応えることにもつなが

ります。 

このため、道有林の整備・管理に当たっては、小流域（河川の支流域）を森林施業

の基本的な単位として、多様な樹種や林齢、構造からなる林分がモザイク状に配置さ

れている森林の育成を目指します。 

（目標設定の考え方） 

森林の有する多面的機能の持続的な発揮を図るため、発揮を期待する機能に応じ

て森林を区分し、森林施業の方法や森林を構成する樹種などに着目した分類（育成単

層林・育成複層林・天然生林）を行って森林の整備を進める必要があります。 

①育成単層林 

林種や林齢が同一の樹木により構成される単層の森林 

②育成複層林 

複層林化した人工林や、施業を行った天然林など、複数の樹種や異なる林齢の

樹木により構成される複層の森林 

③天然生林 

自然の推移にゆだね、天然力の活用により成立・維持される森林 

（目標の指標） 

森林の区分に応じた適切な森林の整備や保全の実施により望ましい森林の姿に誘

導していくことが必要です。このようなことから、「目標の指標」（令和13年度）と

して次の項目を設定します。 

（誘導の考え方） 

① 育成単層林 

 木材等生産機能の発揮が求められる森林のうち、自然条件や社会的条件が良く、

効率的な施業が可能な森林においては、人工林の主伐、再造林を計画的に実施し

ます。また、先行的に路網を整備し、高性能林業機械との組み合わせにより効率

的な木材生産を推進します。 

 公益的機能の発揮が特に求められる一部の森林は、帯状・群状などの部分的な

伐採を実施した後、植栽により育成複層林に誘導するほか、間伐により広葉樹が

区分 令和 13年度 （参考：令和元年度） 

育成単層林 110千 ha 119 千 ha 

育成複層林 91千 ha 82千 ha 

天然生林 407千 ha 408 千 ha 
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混交している人工林は針広混交林へ誘導することから、面積は減少します。 

②育成複層林 

 抜き伐り等の部分的な伐採を実施した後、植栽等により更新し、間伐などの保

育を計画的に実施します。公益的機能の高度発揮を図るとともに、森林づくりに

伴い産出された木材の有効活用を図ります。 

 育成単層林及び天然生林から誘導する森林があることから、面積は増加します。 

③天然生林 

 自然の推移にゆだねて森林を維持し、公益的機能の高度発揮を図ります。 

 一部の森林は適切な森林施業により、育成複層林に誘導することから、面積は

減少します。 

 

（２）資源や技術力を活用した地域貢献 

（目指す姿） 

道民生活に木材・木製品の利用が定着し、道有林の森林づくりに伴い産出される木

材が有効に活用されることを目指します。 

（目標設定の考え方） 

地域の多様な木材需要に対応し、林業及び木材産業の適切な生産活動を支えるた

めには、低コスト森林施業により原木を安定的に供給することが重要です。 

（目標の指標） 

道有林において、造林から、保育、伐採までの森林施業のサイクルを着実に進める

ことにより木材を産出し、林業及び木材産業等の健全な発展に貢献することが必要

です。 

このようなことから、「目標の指標」（令和13年度）として次の項目を設定します。 

  

森林づくりに伴い産出される木材の量 

令和 13年度 59.5万㎥  

（平成 29年度から令和２年度までの実績平均：52.2 万㎥/年） 

  ※)立木換算 
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第３ 道有林の整備・管理に関する基本的な事項                   

１ 多様で先導的な森林づくりに関する事項 

（森林づくりの基本的な考え方） 

森林の持つ多面的機能の発揮を図るため、森林所有者は、市町村森林整備計画で示さ

れる発揮を期待する機能に応じた森林の区分ごとの施業の指針を遵守し、市町村森林

整備計画に適合して森林経営計画を策定することが可能となっています。 

このため、道有林では、全域を公益的機能の発揮を期待する森林（水源涵
かん

養林、山地

災害防止林、生活環境保全林、保健・文化機能等維持林）に位置づけて森林経営計画を

策定し、発揮を期待する機能に応じた森林づくりを進めます。また、木材生産力の高い

人工林が多い地域については、木材等生産林を水源涵
かん

養林等と併せて設定し、多面的

機能の発揮を図ります。伐採に当たっては、保護帯の設置や渓流沿いにある森林の保

全などの基準を設けるなど、公益的機能の高度発揮に配慮した森林づくりを実践しま

す。 

（人工林の取扱い） 

人工林の約６割は主伐の対象であり、一斉に利用期を迎えているため、画一的に主

伐・再造林を進めるのではなく、発揮が期待される機能、森林の生育状況や地形等の自

然条件、製材工場までの距離などの社会的条件を勘案し、将来にわたって人工林とし

て維持する森林と、主に自然力を活用して針広混交林等の天然林に誘導する森林に区

分して取扱うこととします。 

具体的には、植栽木の成長が良い緩傾斜地など、機械化による効率的な木材生産が可

能な森林では、齢級構成の平準化に向けて積極的に伐採・再造林を行う単層林施業を

推進します。植栽木の成長が良好であっても、水道施設の上流に位置するなど公益的

機能の発揮が求められる森林では、帯状・群状など部分的な伐採を実施した後、植栽を

行う複層林施業を推進します。広葉樹が生育している森林や法令の制限により施業方

法に制約のある森林では、自然の推移にゆだねつつ、必要に応じて間伐を繰り返し針

広混交林に誘導します。 

（天然林の取扱い） 

天然林については、公益的機能の高度発揮が求められる森林や、植栽や間伐などの整

備を必要とする森林、資源の回復が見られ木材生産が可能な森林に区分して取扱う必

要があります。 

具体的には、希少野生動植物が生息・生育し、生物多様性の保全が必要な森林、入林

者が多く森林景観の保全が必要な森林、急傾斜地など林地保全に配慮が必要な森林な

ど公益的機能の高度発揮が求められる森林については、自然の推移にゆだねて森林を

維持します。また、蓄積が少ない森林や、立木の密度が高いなど整備を必要とする森林

については、間伐や植栽など必要な施業を実施します。さらに、針葉樹、広葉樹の大径
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木が賦存し、多様な種類や高さの樹木が生育する木材生産が可能な森林を育成します。 

（１）ＩＣＴを活用した森林資源の把握 

森林の整備を計画的に進めるためには、樹木の本数や太さ、林道からの距離など、

精度の高い情報を把握することが不可欠ですが、職員などによる現地調査では多く

の時間と労力を要することから、ＩＣＴを活用し、効率的に取り組むことが必要です。 

人工林では、森林の資源量や路網の整備状況、傾斜を衛星画像、空中写真、航空レ

ーザ計測やドローン撮影画像などを活用して把握します。 

天然林では、計画的かつ持続的な施業を実施するため、伐採可能な資源量を正確に

把握し、定期的なモニタリングにより成長量に見合った伐採となっているか確認す

ることが必要なため、ＩＣＴを活用して広範囲で効率的に資源量を把握する手法を

確立します。具体的には、衛星画像により概略の資源量を広範囲に把握し、資源量が

多いと予測される区域を対象に航空レーザ計測や電子実体鏡を活用した調査を実施

して、より詳細に把握します。 

 

（２）積極的な伐採・再造林 

成長が良く、傾斜が緩やかで、林道からの距離が近いなど、木材生産に適している

人工林では、計画的に伐採と再造林を実施します。特に、傾斜が緩やかな人工林では、

林業機械の導入を図ることによって効率的な施業が可能であることから、木材等生

産林に区分し、単層林施業を実施します。傾斜が急である等、公益的機能の発揮が高

度に求められる森林では、小面積若しくは帯状の伐採を複数回に分けて行うととも

に、伐採後は植栽による確実な更新を図ります。 

伐採に当たっては、生物多様性の保全などの公益的機能の発揮に配慮し、伐採面積

の縮小を図るとともに、渓流沿いにある森林については保残します。 

以上を踏まえて、森林の伐採及び造林に係る計画量は、人工林において積極的な伐

採・再造林を進めるとともに、針広混交林化を図ることから、伐採量と造林面積を前

計画と比較して約１割増加させ、表３－１、３－２のとおりとします。 
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表３－１ 伐採立木材積及び間伐面積         （材積：千㎥、面積：百ha） 

 

表３－２ 造林面積                      （面積：ha） 

区  分 総  計 前期（R４-８） 後期（R９-13） 

総  計 8,697 (14,494) 4,079 (6,549) 4,618 (7,945) 

 
人工 

造林 

計 8,597 (14,129) 4,037 (6,396) 4,560 (7,733) 

単層林 6,227 (6,227) 3,027 (3,027) 3,200 (3,200) 

複層林 2,370 (7,902) 1,010 (3,369) 1,360 (4,533) 

天然 

更新 

計 100 (365) 42 (153) 58 (212) 

植込み 52 (206) 22 (86) 30 (120) 

かき起こし等 48 (159) 20 (67) 28 (92) 

 ※括弧内の数値は区域面積 

 

（３）天然力を活用した森林づくり 

傾斜が急で林道から距離が遠いなど、木材生産に適さないほか、広葉樹と混交して

いる人工林は、必要に応じて間伐を繰り返し、針広混交林に誘導します。 

天然林において、急傾斜地における林地保全、森林景観の保全、希少な野生動植物

の保護等の公益的機能の高度発揮を求められる森林では、原則施業は実施せず保全

を図ります。 

区 分 
総  計 前期(R４-８) 後期(R９-13) 

計 人工林 天然林 計 人工林 天然林 計 人工林 天然林 

総
計
材
積 

計 5,812 5,602 210 2,835 2,761 74 2,977 2,841 136 

針葉樹 5,259 5,133 126 2,587 2,522 65 2,672 2,611 61 

広葉樹 553 469 84 248 239 9 305 230 75 

主
伐
材
積 

計 2,320 2,309 11 1,140 1,136 4 1,180 1,173 7 

針葉樹 2,089 2,087 2 999 998 1 1,090 1,089 1 

広葉樹 231 222 9 141 138 3 90 84 6 

間
伐
材
積 

計 3,492 3,293 199 1,695 1,625 70 1,797 1,668 129 

針葉樹 3,170 3,046 124 1,588 1,524 64 1,582 1,522 60 

広葉樹 322 247 75 107 101 6 215 146 69 

間伐面積 439 392 47 219 206 13 220 186 34 

関連指標（令和８年度） 

・植栽面積（年平均実面積） 

 811ha（平成 29年度～令和２年度実績：704ha/年） 
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多様な種類や高さの樹木からなる天然林においては、伐採後に、天然更新木が成長

することから、ＩＣＴを活用して、持続的に施業が実施可能な森林を把握し、試行的

な伐採を繰り返すことによって、活力ある天然林を育成し、北海道らしい森林づくり

を進めます。 

蓄積が少ない天然林では、必要に応じて植栽やかき起こし等により後継樹を確保し、

育成複層林に誘導するほか、広葉樹二次林など密度管理が必要な天然林では、適切な

間伐を実施します。 

 

（４）路網の整備 

森林の整備・管理に不可欠な路網については、通行車両の種類や用途に応じて林道

や林業専用道、森林作業道（施業道）に区分し、環境負荷の低減に配慮しながら合理

的な路網配置となるよう整備します。丈夫で簡易な規格・構造とするなどコストの低

減を図るほか、コンクリート型枠を道産トドマツの合板とするなど道産木材の利用

を促進します。また、林道の橋梁については、老朽化に伴う損傷や強度の低下が見ら

れることから、森林の整備・管理に支障を来さないよう計画的に点検や補修、架け替

えを進めていきます。 

路網開設に係る計画量は、表３－３のとおりとします。 

 

表３－３ 路網開設延長                      （㎞） 

区  分 総  計 前期（R４～８） 後期（R９～13） 

林 道 16 7 9 

林業専用道 101 75 26 

 

（５）森林の保全 

希少な野生動植物の生息・生育地となっている森林や保護林については、「生物多

様性保全の森林」に設定し、モニタリングを行うことにより、適切な保全を図ります。 

また、エゾヤチネズミやエゾシカ等の獣害、カラマツヤツバキクイムシやスギノア

カネトラカミキリ等の病虫害を防止・軽減するため、地域の関係機関と連携し、適切

な駆除や予防対策を講じます。特に、エゾシカによる森林被害対策については、地域

の市町村や猟友会、国有林等と相互に連携し、冬期間の林道除雪による捕獲環境の整

関連指標（令和８年度） 

・人工林の針広混交林への誘導面積 

 ４千 ha（令和２年度実績：０ha） 

・森林づくりに伴い産出される広葉樹材の量（年平均） 

5.0 万㎥（平成 29年度～令和２年度実績：4.3万㎥/年） 
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備や同時期に集中的に捕獲する「一斉捕獲」のほか、地域の食肉処理施設等に生体を

供給するため、囲いワナによる捕獲を進めます。 

 

（６）森林の管理 

公有財産である道有林を適正に管理するために、入林者の安全の確保や隣接する

土地の所有者とのトラブルを防止するため、林野火災の警防や隣地との境界を示す

境界標の計画的な保全・復元、森林の被害調査、林道施設の定期的な安全点検などを

実施します。 

また、高山植物や希少野生動植物の不法採取、廃棄物の不法投棄等の違法行為を防

止するため、効果的な巡視活動や林道ゲートの保守・保全、監視カメラの設置などを

行います。 

さらに、森林レクリエーションや観光等に利用されるよう、観光地へのアクセス道

や遊歩道を整備します。 

道有林では、公益性を重視した森林づくりを推進する観点から、森林面積の約９割

を水源の涵
かん

養や土砂の流出の防備等を目的とした保安林に指定しており、また、その

約１割は、国民の保健・休養や生物多様性の保全のための自然公園等に指定されてい

ることから、こうした森林が確実に保護・保全されるよう森林の適切な整備・管理を

行います。 

具体的には、治山事業等の実施により、機能の低下した森林の整備や治山施設の設

置を行うとともに、老朽化が進む既存の治山施設について、適切な維持管理・更新等

により長寿命化を図ります。工事に当たっては、コンクリート型枠を道産トドマツの

合板とするなど道産木材を率先して利用します。 

道民が安全で快適に森林を利用できるよう、現地に関する情報の提供や事故防止

等に向けた普及啓発を行い、入林者の利便性やマナーの向上を図ります。 

また、森林被害対策として、狩猟者によるエゾシカの捕獲を促すため、国有林と連

携し、狩猟者が一度の申請で全ての道有林や国有林に入林可能となる「一括入林手続

き」を行うとともに、冬期間の除雪路線や利用期間に関する情報を道のホームページ

で公開するなど、狩猟者の利便性の向上を図ります。 

 

２ 資源や技術力を活用した地域貢献に関する事項 

道有林において、利用期を迎えるトドマツ人工林を活用して、造林・保育作業の低コ

スト化・省力化やトドマツ大径木の付加価値向上に取り組む林業事業体の育成や、地

域の製材工場等の需要に応じた原木の安定供給などに取り組むとともに、こうした取

組の意義や具体的な方法を、地域に普及することにより、道産トドマツ材の安定供給

に繋げます。 
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また、森林は、原木を供給する木材生産機能だけでなく、保健・レクリエーション機

能、二酸化炭素の吸収や炭素を固定する地球環境保全機能を有しており、これらの機

能を発揮させ、条例に位置づけられた木育の推進や山村地域における就業機会の確保

に貢献する必要があります。このため木育活動の場としてフィールドを提供するほか、

間伐により発生した二酸化炭素の吸収量をクレジット化し、市町村と連携して販売活

動を展開するなどにより、地域に貢献する取組を進めます。 

（１）森林施業の低コスト化・省力化の推進 

効率的な森林整備を推進するため、事業実施前に先行して路網を整備し、間伐や主

伐などの伐採、造林、保育等の施業を林班単位で実施します。 

人力に頼ることが多い植栽や下草刈り等の労働環境を改善するため、植栽本数の

低減や林業機械の導入により、低コスト化・省力化につながる施業方法の実証・普及

等に取り組みます。具体的には、主伐や列状の間伐による木材生産の効率化を図るた

め、ＩＣＴハーベスタなど先進的な高性能林業機械の導入を促進するほか、傾斜が緩

やかな人工林伐採跡地において、植栽後に下草刈り用の機械が林内を走行できるよ

う、林内作業路を設けて大型機械により地拵えを実施する造林・保育作業の実証・普

及を進めます。 

また、植栽が容易なコンテナ苗を活用して、効率的に植栽を実施するほか、下草刈

りの年数を短縮させるため、成長が早いクリーンラーチや、グイマツ雑種Ｆ１などの

カラマツ類の植栽を推進します。 

一般民有林の森林整備が図られるよう、森林所有者と協定等を締結し、林業専用道

等の共同使用や立木販売の共同実施などを実施します。 

さらに、植栽に必要な優良な林業用種苗の安定的な生産に資するため、道有採種園

を整備します。 

 

（２）道有林の森林づくりを担う林業事業体の育成 

カラマツ類のコンテナ苗の植栽など、森林施業の低コスト化・省力化を進めるとと

もに、木材加工工場と連携して大径木の付加価値向上など先導的な取組を実施する

ためには、機械の導入や雇用の確保に取り組む地域の林業事業体を育成する必要が

あります。こうした林業事業体を育成するためには、安定的な事業量の確保が必要で

あることから、計画的な事業の発注に努めます。また、林業事業体による計画的な雇

用の確保や設備投資を促進するため、林業事業体と協定を締結し、道有林内の一定の

区域において複数年にわたって連携して造林や保育、伐採などの森林整備に取り組

関連指標（令和８年度） 

・コンテナ苗利用本数 

 500 千本（平成 29年度～令和２年度実績平均：80千本/年） 
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みます。 

また、人材の育成と確保に向けて、北海道立北の森づくり専門学院の実習用のフィ

ールドを提供するとともに、市町村や林業関係団体、林業事業体を対象に道有林の先

導的な森林づくりを現地で説明する技術研修会や現地検討会を開催するほか、労働

災害の未然防止に向けて労働安全衛生に関する指導・助言に努め、道有林野事業の安

全衛生の成績が優秀な林業従事者を表彰します。 

 

（３）地域の木材需要を踏まえた原木の安定供給 

計画的な原木供給に努めながら、地域の木材需給動向が急激に変化した場合には、

必要に応じて原木供給の弾力的な調整を実施します。 

道有林の木材を伐採し製材工場等に供給する事業者が、適期に適量の原木を製材

工場等に供給できるよう、立木で販売することとし、地域の木材需給の動向等を踏ま

え、適切なロットで販売するよう努めます。 

近年、道産木材の需要は増加傾向にあるとともに、建築用材や家具材の需要など、

地域の実情を踏まえて、原木を安定的に供給することが求められています。また、地

域の林業・木材産業の発展のためには、道有林から供給された原木が、地域で加工さ

れ、付加価値を高めて販売されることが重要です。このため、木材の高付加価値化に

取り組む素材生産事業者や木材加工工場等と協定を締結し、トドマツ大径木、林地未

利用材、森林認証材、広葉樹材などの原木を供給します。 

地域への森林認証材の安定的な供給に向けて、ＣｏＣ認証事業者に限定した入札

による立木販売を一層推進するとともに、森林認証の取得や活用に取り組む地域に

おいては、要望を踏まえ、森林認証の取得を検討します。 

また、地域の公共施設の木造化・木質化を進めるため、関係者と協定を締結し、原

木を供給します。 

 

（４）企業等と連携した森林づくりによるゼロカーボン北海道への貢献 

カーボン・オフセットなど森林吸収源対策に関心を持つ企業等が増加していること

などを踏まえ、企業等と連携した森林づくりを進めるため、オフセット・クレジット

を共同で販売している市町と連携してクレジットの販売に取り組みます。 

関連指標（令和８年度） 

・林業事業体と複数年にわたる協定を締結し森林整備を実施し供給する木材の量 

 11.3 万㎥（平成 29年度～令和２年度実績平均：4.0万㎥/年） 

 

関連指標（令和８年度） 

・オフセット・クレジット販売量（累積） 

 ４千 t-CO₂（令和２年度：１千t-CO₂） 
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（５）胆振東部地震被災地の復旧 

道有林内に実証試験地を設定し、得られた知見を活用して森林再生の実践に率先

して取り組むとともに、森林所有者への普及を図ります。また、林地崩壊により一般

民有林と道有林の境界が不明となっている箇所があるため、被災森林の復旧が円滑

に進むよう、境界の復元を図ります。 

 

（６）道有林の森林づくりを担う人材の育成 

広葉樹の伐採をはじめとした天然林施業や最新のＩＣＴ、低コスト化・省力化施業

など道有林の管理運営に必要な知識や技術を有する人材を育成するため、実践的な

ＯＪＴなどの充実を図るとともに、試験研究機関や森林管理局等との情報共有を進

めます。 

 

（７）道有林の活用 

本道の森林づくりに対する道民の理解と参加を促進するため、木育マイスターや

企業等による森林体験学習や、市民団体による森林ボランティア活動、小中学校の林

業現場見学等の木育活動の場として道有林のフィールドを積極的に提供します。 

特に魅力的な自然景観を有する等、観光資源としての活用が期待される箇所につ

いては、市町村など関係機関と連携し、情報発信や環境整備に努め、地域の振興に貢

献します。 

また、地域の様々な要請に応え、資源を最大限に活用するため、山菜などの特用林

産物の販売に取り組むとともに、アイヌ伝統工芸品の原材料の供給に努めます。さら

に、地域産業の振興に貢献するため、森林施業への影響や公共性・公益性を勘案した

うえで、鉱物採掘用地や地熱、風力の再生可能エネルギー利用による発電等の場とし

て道有林の貸付けを行います。 
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第４ 計画の推進体制                                    

１ 推進体制 

本計画は、地域住民や地域の林業関係団体はもとより、農業や水産業、観光業などの

他産業の関係者とも連携を図り、道民全体の理解を得ながら推進する必要があります。 

このため、地域における意見交換会や道民に対するアンケート調査の実施などによ

り、道民の意見を把握し、森林の整備・管理に反映するよう努めるとともに、道有林が

所在する市町村との意見交換会や連絡協議会等を通じて、地域課題の解決に向けた取

組や各種施策の推進を図ります。このほか、森林管理局との北海道林政連絡会議や地

域林政連絡調整会議等を通じて、国有林と民有林が連携した森林づくりに取り組みま

す。 

 

２ 整備管理計画の策定 

各総合振興局長及び振興局長は、本計画に基づき、管理区ごとに、道有林の整備及び

管理に関する計画を策定します。策定に当たっては、地域森林計画や市町村森林整備

計画との調和を図るとともに、地域の特性を踏まえつつ、目指す森林の姿や施業方法、

計画量等を定めるものとします。 

 

３ 推進管理 

本計画の実効性を確保するため、道有林野事業の実績や進捗状況について、毎年、

点検・評価を行い、その結果を次年度の事業に反映するなど、ＰＤＣＡによるマネジ

メントを行います。 
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［別表］  

北海道森林づくり基本計画における重点取組における道有林の取組 

北海道森林づくり基本計画 

における重点取組 
道有林における取組 

 ・適切な管理運営により森林吸収量の確保に貢献しま

す。人工林では、積極的な主伐と成長の早いクリー

ンラーチ等の植栽を推進し、森林の若返りを図りま

す。 

・広葉樹が生育している人工林や法令の制限により施

業方法に制約がある人工林などについては、必要に

応じて間伐を実施して針広混交林に誘導し、森林吸

収量の確保に貢献します。 

・天然林を保安林として適切に管理し、森林吸収量の

確保に貢献します。 

「ゼロカーボン北海道」の実現に貢献

するため、「低コスト施業の推進」、「ク

リーンラーチ苗木の増産」及び「適切な間

伐等の推進」に取り組み、活力ある森林づ

くりを推進します。 

 ・持続的な天然林施業に向けて、植栽木を主体とした

従来の森林資源把握に加え、ＩＣＴを活用して天然

木の資源量を把握する新たな手法を確立します。 

・森林の持つ木材生産機能に加え、公益的機能を高度

に発揮させるため、人工林の針広混交林への誘導、

活力ある広葉樹天然林への誘導を行う北海道らしい

森林づくりを推進します。 

・資源状況と木材需要を踏まえ、公益的機能の発揮に

配慮しながら広葉樹材を供給します。 

利用可能な資源の多様化を図るため、

「広葉樹資源の的確な把握」、「広葉樹を

活かした森林施業」及び「原木の供給と利

用の拡大」に取り組み、広葉樹資源の価値

を高めます。 

 ・道産木材の需要の増加を踏まえ、人工林の計画的な

伐採によりトドマツ材を安定的に供給します。 

・トドマツ大径木の高付加価値化に取り組む地域の製

材工場や素材生産事業者等と協定を締結し、原木を

安定的に供給します。 

今後、一般民有林からの出材増加が見

込まれるトドマツ人工林材を有効活用す

るため、「トドマツ資源の的確な把握」、

「原木の安定供給」、「市場が求める製品

の生産」に取り組み、品質や性能の確かな

建築材として供給力を強化します。 

 

 

 

 

 

 

重点取組①ゼロカーボン北海道の 

実現に向けた活力ある森林づくり 

重点取組②広葉樹資源の 

育成・有効活用 

重点取組③道産トドマツ建築材の 

安定供給体制の強化 
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北海道森林づくり基本計画における重点取組 道有林における取組 

 ・コンテナ苗の植栽や下草刈り作業の省力化など造

林・保育作業の低コスト化・省力化に資する技術の

実証・普及に取り組みます。 

・森林施業の低コスト化・省力化に取り組む地域の林

業事業体を公募し、森林整備を実施することにより、

林業事業体の技術力・経営力の向上に努めます。 

・北海道立北の森づくり専門学院の実習用のフィール

ドを提供します。 

全道で人口減少と高齢化が進む中、道

内外から広く、森林づくりを担う人材を

確保するため、「担い手の育成・確保」及

び「林業事業体の経営力強化」に取り組み

ます。 

 ・気象や植栽樹種など地域の特性に応じた「スマート

林業」に取り組み、新たな技術の実証・普及を進め

ます。 

・航空レーザ計測の成果やドローンの撮影画像の活用

により、森林資源を効率的に把握する手法を確立し、

普及を図ります。 

・コンテナ苗植栽や下草刈り作業の省力化など造林・

保育作業の低コスト化・省力化に資する技術の実証・

普及に取り組みます。 

今後見込まれる労働人口の減少や木材

生産量の増加に対応するため、「造林・保

育作業の効率化」及び「素材生産作業の効

率化」に取り組み、ＩＣＴ等の先進技術を

幅広く活用した「北海道らしいスマート

林業」を推進します。 

 ・森林認証材や木質バイオマス燃料、ＣＬＴ等の新た

な製品の生産などに必要な原木を地域の需要に応じ

て供給します。 

・民間施設への波及効果が大きい木造公共施設の建設

を促進し、道有林材の供給に努めます。 

・道が発注する森林土木工事において、トドマツ型枠

用合板など道産木材を率先して利用します。 

道民の暮らしに道産木材製品が定着し

道産木材の需要拡大が図られるよう、

「『HOKKAIDO WOOD』のブランド力の強化」

及び「住宅や建築物等における道産木材

の利用促進」に取り組みます。 

 ・木育マイスターや企業等が連携して、道民の様々な

ニーズに応じた森林づくり活動を実施できるよう、

フィールドを提供します。 

・木育活動を進める企業等に対して、市町村と連携し

てオフセット・クレジットを販売し、カーボン・オ

フセットの取組を普及・拡大します。 

道民との協働による森林づくりを実現

するため、多様化する木育活動をコーデ

ィネートする木育マイスターの育成やネ

ットワーク化を全道各地域で推進すると

ともに、環境保全に関心のある企業等に

対して木育活動への参加を積極的に働き

かけます。 

 

  

重点取組⑦木育マイスターや 

企業などによる木育活動の推進 

重点取組⑥HOKKAIDO WOOD ブランドの

浸透などによる道産木材の需要拡大 

重点取組⑤スマート林業による 

効率的な施業の推進 

重点取組④森林づくりを担う 

「人材」の確保 
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（参考資料） 

 Ⅰ 森林資源の現況 

  ①道有林の森林資源の現況（令和２年４月１日現在） 

区  分 
面 積 

（ha） 

蓄 積 

（千㎥） 

ha当たり蓄積 

（㎥/ha） 

育成単層林 118,518 23,680 200 

育成複層林 81,820 14,918 182 

天然生林 407,675 61,470 151 

合   計 608,013 100,068 165 

 

  ②人工林樹種別面積・蓄積（令和２年４月１日現在） 

  区  分 
面 積 

（ha） 

蓄 積 

（千㎥） 

ha当たり蓄積 

（㎥/ha） 

ト ド マ ツ 89,941 19,540 217 

カラマツ類 17,236 3,183 185 

エ ゾ 類 19,399 2,814 145 

ス   ギ 3,303 885 268 

そ の 他 3,624 600 167 

合   計 133,503 27,021 202 

 

  ③主な制限林の種類別面積（令和２年４月１日現在）            

主な制限林の種類 
面 積 

（ha） 

道有林全体に 

占める割合 

保安林 水源かん養保安林 374,036 61.5％ 

土砂流出防備保安林 186,184 30.6％ 

干害防備保安林 18,133 3.0％ 

防霧保安林 18,337 3.0％ 

魚つき保安林 26,636 4.4％ 

保健保安林 37,666 6.2％ 

保安林実面積計 578,349 95.1％ 

自然公園 

特別地域 

内の森林 

国立公園 11,891 2.0％ 

国定公園 42,219 6.9％ 

道立公園 13,798 2.3％ 

道自然環境保全地域（特別地域） 2,915 0.5％ 

鳥獣保護区（特別保護地区） 1,369 0.2％ 

史跡名勝天然記念物 4,696 0.8％ 

制限林実面積計 579,198 95.3％ 
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④森林の区分（令和２年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）「（割合）」は道有林総面積に占める百分率。なお、各区分は重複している場合があるため合計は100%と一致しない。 

 

 

Ⅱ 事業量の推移 

①伐採立木材積と間伐面積の推移                   

年度 

立木伐採材績    （単位：㎥） 間伐面積（単位：ha） 

計 
人工林 天然林 

計 人工林 天然林 
計 主伐 間伐等 計 主伐 間伐等 

H14 340,641 272,860 31,869 240,991 67,781 54,764 13,017 7,075 6,516 559 

H15 369,236 305,331 26,003 279,328 63,905 50,187 13,718 7,796 7,336 460 

H16 379,223 314,818 31,261 283,557 64,408 43,297 21,108 8,193 7,571 622 

H17 404,084 341,993 22,980 319,013 62,091 36,324 25,767 6,683 6,421 262 

H18 380,209 343,738 22,225 321,513 36,471 25,753 10,718 6,912 6,193 719 

H19 431,967 382,701 43,312 339,389 49,266 22,592 26,674 7,069 6,417 652 

H20 376,141 339,760 53,608 286,152 36,381 22,794 13,587 5,729 5,234 495 

H21 370,463 340,602 45,098 295,504 29,861 17,425 12,436 7,225 6,434 791 

H22 381,417 355,639 48,681 306,958 25,778 15,850 9,928 6,471 6,029 442 

H23 400,920 372,244 57,405 314,839 28,676 15,640 13,036 6,089 5,555 534 

H24 402,614 389,728 72,061 317,667 12,886 8,250 4,636 5,119 4,687 432 

H25 458,231 441,582 106,965 334,617 16,649 11,129 5,520 4,956 4,549 407 

H26 465,894 419,870 129,204 290,666 46,024 12,542 33,482 4,211 3,820 391 

H27 496,220 439,707 139,692 300,015 56,513 14,210 42,303 4,084 3,833 251 

H28 498,524 469,535 116,037 353,498 28,989 10,470 18,519 3,960 3,826 134 

H29 603,426 579,239 140,562 438,677 24,187 955 23,232 4,087 3,717 370 

H30 520,922 495,915 117,585 378,330 25,007 551 24,456 4,024 3,780 244 

R01 562,894 535,567 145,579 389,988 27,327 620 26,707 4,233 3,747 486 

 

 

期待する機能に 

応じた森林の区分 

面積 

（千 ha） 
割 合注） 

水源涵
かん

養林 345,564 57％ 

 水資源保全ゾーン 77,775 13％ 

山地災害防止林 260,269 43％ 

生活環境保全林 12,882 2％ 

保健・文化機能等維持林 101,681 17％ 

 
生物多様性ゾーン 

水辺林タイプ 15,023 2％ 

 保護地域タイプ 46,717 8％ 

木材等生産林 81,654 13％ 
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②造林面積と路網開設延長の推移 

年度 
造林面積 （単位：ha） 路網開設延長  （単位：km） 

合 計 人工造林 天然更新 合 計 林 道 林業専用道 森林作業道 

H14 1,461 389 1,072 18.8 0 3.9 14.9 

H15 1,526 423 1,103 15.9 0 4.3 11.6 

H16 1,651 584 1,067 12.8 0 2.5 10.3 

H17 1,587 668 919 10.3 0 4.7 5.6 

H18 1,665 658 1,007 11.0 0 5.0 6.0 

H19 1,789 1,186 603 22.7 0 9.5 13.2 

H20 1,650 1,062 588 15.6 0 11.3 4.3 

H21 1,395 947 448 44.5 0 36.9 7.6 

H22 1,455 956 499 16.4 0 14.3 2.1 

H23 1,283 908 375 15.2 0 14.5 0.7 

H24 1,200 780 420 18.3 0 15.1 3.2 

H25 1,091 771 320 31.5 0 17.5 14.0 

H26 1,357 1,012 345 27.0 0 21.0 6.0 

H27 1,151 1,001 150 21.0 0 20.0 1.0 

H28 1,334 1,203 131 13.0 0 12.0 1.0 

H29 1,259 1,142 117 17.0 0 15.9 1.1 

H30 1,282 1,262 20 21.4 0 21.4 0.0 

R01 1,326 1,225 101 22.7 0 16.6 6.1 

 

 


